
（参 考） 

研究開発税制（令和８年度税制改正）について 

 

１ 現行 

（１）研究開発税制は、控除対象試験研究費の一定割合を法人税額から控除できる制度。 

 
（２）現行では、研究開発投資（試験研究費）の全体額に適用可能な「一般型」と、２者

以上が関わる共同研究等に適用可能な「オープンイノベーション型」の２つの制度

が措置されている。 

 

（３）控除対象試験研究費のうち、法人税額から控除できる割合（控除率）と、法人税

額のうち、控除できる上限（控除上限）については、一定の条件により変動する仕

組み。 

「一般型」：試験研究費の増減に応じ控除率０～14％、控除上限 20～30％ 

「オープンイノベーション型」：共同研究の相手先に応じ控除率 20・25・30％、控除上

限 10％ 

 

２ 令和８年度改正内容 

（１）戦略的に重要な技術領域（戦略技術領域）の研究開発投資への重点化を行うため、

「一般型」の上乗せ措置として、新たに「戦略技術領域型」と、「大学拠点等強化類

型」を創設（令和９年度から予定）。 

①「戦略技術領域型」 

事業者が、認定計画に基づき自ら実施する戦略技術領域の研究開発の控除対象試 

験研究費について、40％を法人税額から控除 

②「大学拠点等強化類型」 

①のうち、事業者が、認定計画に基づき認定研究拠点と実施する共同・委託研究 

開発の控除対象試験研究費について、過去最高の 50％を法人税額から控除 

※１ 「戦略技術領域」：AI・先端ロボット、量子、半導体・通信、バイオ・ヘルスケア、フュー

ジョンエネルギー、宇宙の６分野 

※２ 「戦略技術領域型」（「大学拠点等強化類型」を含む）の控除上限は法人税に対して 10％。

控除しきれない分は３年間の繰越税額控除制度（研究開発を増やした年に利用可）を措置。 

※３ 令和 10年度末までに認定を受けた計画に対し、認定日から最大５年間適用。 

 

（２）オープンイノベーション型の見直し【大学・国研等との共同研究におけるメリット措置】 

・一定の要件を満たし、経済産業大臣の指定を受けた大学等との共同・委託研究につ

いては、第三者による監査を不要とする。 

・高度研究人材（博士人材）の定義の拡充、研究テーマの公募要件の緩和 


